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＜ 要　旨 ＞

経営学は大企業を中心に研究されてきたが、例えば「日本的」雇用慣行もまた大企業を中心
としたものであった。そこで本論では今日の中小企業における「日本型」経営について、企業
文化論をもとに考えてみたい。

企業文化を層として考えるハイブリッド・モデルで見ると、最も変わりにくい基層文化は宗
教的、歴史的に定着している集団主義である。一方権力格差の次元である垂直的な側面は、戦
後教育の変化と世代交代により、水平的に変化しつつある。垂直的な「日本的」経営において
は上下関係に基づく官僚主義的なピラミッド構造が有効であったが、今日の水平的な「日本型」
経営では、強い企業文化による価値観の共有を通じた組織統合がより有効となるのである。

そして集団主義的な基層文化は、いわゆるタコツボ型の問題を引き起こすが、ダイバーシテ
ィを進めるためにも、まずは多様性を受け入れる側の素地を作っておくことが必要であり、例
えば従業員に会社以外の共同体への参加による「健全な依存」を促すと同時に、経営理念の浸
透による価値共有を進める事が必要である。

中小企業の経営にとって経営者の役割が大きいことは言うまでもないが、近年、大企業では
二代目社長のいる企業の業績が向上してきている。経営者個人の哲学と、企業組織の持つ文化
の交わる部分である経営理念は、後継者の場合不明確になりがちであるが、二代目の持つ企業
家精神が組織変革を促すのである。

また垂直的な組織ほどコンプライアンスに問題がある傾向が見られる。価値共有型の企業倫
理の制度化が不十分であると不祥事が起こるのであり、そのためには企業文化変革が必要とさ
れる。そして強い企業文化による利他主義的な経営は個人主義の欧米でも注目されている。そ
こでこれからも継承されていくべき価値とは①長期志向、②革新性、③利他主義であり、これ
らを通じて経営者は組織の持つ慣性に逆らい、自らの哲学に基づく経営理念によって軌道修正
をしてくことが可能となるのである。
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１．日本型経営

1-1　中小企業の組織

経営学の研究対象は、本来、企業規模を問

わないはずであるが、学会等での活動を見ると、

その多くは暗黙の内に大企業を前提とした理

論、分析が多いように思われる。私が専門とす

る組織論や企業文化論という分野でも同じ傾向

がみられるが、そもそも①共通目的と②貢献意

欲、③コミュニケーションが存在している人間

の集まりであれば、仮にそれが少人数であって

も「組織」は成立するのである（バーナード

1968）。

小川（2013）は中小製造業の経営形態を、

自社ブランドを持つ「製品保有経営」、自ら製

品の企画を行わない「下請け型経営」の2つに

分けた上で、さらに事業主の生活を優先する「生

業的な経営」と、リスクにも挑戦しながら収益

を求める「事業的な経営」に分類している。そ

してさらに今日的な経営形態として「ベンチャ

ー企業」があるという。一方経営学の領域を、

①環境としての社会との関係、②ライバルとの

関係である戦略、③それを実現する組織、④

投入されるヒト、モノ、カネ、情報といった資

源という4つに分けて考えることができるが（岡

本他2012）、特に②戦略を考えた時に、上記の

分類のうち「生業的な経営」以外であれば、経

営学の研究対象になると考える事ができよう。

渡辺（2013a）によれば、働く場としての中

小企業の持つ特徴として①自分や企業の位置

が見える世界である、②ゼネラリストが求めら

れる、③個々人の行動が企業の成果に直接反

映する、④地域とのつながりが強い、⑤賃金水

準や労働条件において大企業と格差がある、⑥

創業者を育成する機能がある、といった点を挙

げられるという。そしてこうした独自性や問題

性を持つ一方、少なくとも「日本的」雇用制度

が定着していたʼ80年代には、「仕事のやりがい」

や「自分らしく生きる」という点では大企業よ

り高い水準を示していたのである。

高度成長期に主流であった「日本的」経営

の三種の神器といえば、①終身雇用制、②年
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功序列制、③企業別労働組合であるが（アベ

グレン、1958）、渡辺（2013a）は①終身雇用

制や②年功序列制といった「日本的」雇用慣行

といわれるものは、大企業を対象としたもので

あり、中途採用の比率を見ても、年齢と賃金の

関係を見ても、中小企業に当てはまるものでは

なく、今日、大企業においてもこうした雇用慣

行が崩れ、規模による差がなくなってきている

という。それでは今日の中小企業における「日

本型」経営における組織の特徴とは、いったい

どういったものなのであろうか。

1-2　集団主義の基層文化

ここで本稿における「企業文化」を、企業の

メンバーに共有された基本的価値観と、そこか

ら生じる行動パターンの事である、と定義した

い（佐藤2009）。そして企業文化を層として考

えるハイブリッド・モデル（佐藤2009）の枠組

みに従って、高度成長期に主流であった従来の

「日本的」経営を考えてみると、いわゆる三種

の神器は最も変化しやすい形式文明としての経

営諸制度であり、最も深いところにあり比較的

変わりにくい日本的価値観が、基層文化として

の「垂直的集団主義」であると考えられる（図1

参照）。この垂直的集団主義は、ホフステッド

（2013）の言う権力格差および集団主義・個人

主義に関する社会文化の側面である。それでは

今日の日本において、この垂直的集団主義は変

化しつつあるのであろうか。

この「集団主義」という日本人の基層文化と

はいかにしてもたらされたのであろうか。宗教

学的にみると、まず一神教とは唯一神を信仰す

る宗教であり、多神教とは複数の神を信じる宗

教であるが、日本の基層文化を、日本の歴史が

生み出した多神教的意識から説明する議論が

ある（下出1997）。その背景にあるより古典的

な研究の1つとして、和辻（1979）は自然の類

型的な特徴が、それを人々が受けとめる姿勢、

文化の形成の仕方にも類型的な特徴をもたらす

として、東洋と西洋の差は、夏のあいだ湿潤な

モンスーン的風土と、夏には乾燥する砂漠的風

土の違いに由来すると考えた。すなわち森の中

で仏教が、砂漠でキリスト教が誕生し、それら

が今日の世界宗教になったというのである。

日本的経営

：経営諸制度
… 日本的経営の三種の神器

：運営方式
… ex. 信頼を重視

：日本的価値観
… 「垂直的集団主義」
⇒ 変化？

（出所）佐藤和（2009）より作成

図1　ハイブリッド・モデルで見た「日本的」経営
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こうした日本人の基層文化を基に、歴史的に

集団主義が定着していくことになる。間（1971）

は集団主義を、個人と集団との関連で、集団の

利害を個人のそれに優先させる集団中心の考え

方と定義したが、清水（1991）はそうした集団

主義は、平和が続いた江戸時代に朱子学を通

じて儒教思想が浸透した後に定着したのだとい

う。そしてこの朱子学によってはめられた文化

の枠は、①垂直的、すなわち上下の序列と公私

の価値、②水平的、すなわち集団へのコミット

メントによる集団主義、そして③時間的連続、

すなわち先祖に対して神に順ずる地位を与える

信頼メカニズムという3つの価値観に分けられ

る（ヒルシュマイヤー他、1977）。

1-3　水平的集団主義へ

次に垂直的集団主義を構成するもう一方の

「垂直的」、すなわち権力格差の次元について見

てみたい。ここで「権力格差」とは、権力の弱

い人々が、どれだけ権力の不平等を受け入れる

かという程度の事であり（ホフステッド2013）、

本論では、権力格差を認める、すなわち格差が

大きい文化では、上司は偉いのが当たり前であ

り、そこでは階層の数が多く背の高いピラミッ

ド型の「垂直的」な組織が好まれる。そして権

力格差を認めない、すなわち格差が小さい文化

では、上司は部下と対等であり、そこでは階層

の数が少なく背の低い文鎮型あるいは鍋蓋型の

「水平的」な組織が好まれると考えている。

津田（1994）は、戦後の日本的経営という経

営文化をつくったのは、「戦前・戦中派連合」

であるが、この戦前・戦中派連合は1985年ご

ろから企業経営の最前線から姿を消しつつある

という。一方、濱口の対人関係観尺度（濱口

1979）を使って金児が大学生を対象に行った

アンケートによって若者の意識の変化を見ると

（金児1993）、昨今の大学生は他者への配慮と

主体性、とりわけ「配慮」が非常に強いのに比

べて、他者への「依存」がそれほど強くないと

いう。すなわち他者を信頼して依存する、甘え

るというより、山崎（1984）のいうような「柔

らかい個人主義」が現代の若者に浸透している
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（出所）トリアンディス（1995）より筆者作成

図2　水平的集団主義へ
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のである。そして若者の中に伝統的な上下関係

に基づく「和」の関係を尊重する意識が薄れ、

代わって横のみのつながりによる「連帯」を大

切にし、なごやかに事なかれに面白く過ごした

いとする意識が指摘できるというのである。

私は、今日の日本において垂直的集団主義が

変容したとすれば、集団主義から個人主義への

方向というよりも、儒教的な意識に基づいた「垂

直的」集団主義から、より共同体的な「水平的」

集団主義への方向であると考えている（佐藤

2009）。個人の価値観は、生まれ育った環境に

よって大きく規定されるのであり、革命や戦争

でも起こらない限り大人になってから基層的な

価値観が大きく変化することは少ない。そうし

た意味で水平的集団主義への変化は、単にグ

ローバル化や情報化などに伴って進展したのは

なく、戦後の平等主義的な教育への変化と世代

交代によってもたらされたものであると考え

る。トリアンディス（1995）は垂直的集団主義

がまだ50％あり、水平的集団主義は25％では

ないかとしているが、今日の世代交代の様子か

らすれば、水平的集団主義への移行はさらに進

んでいるのではないだろうか（図2参照）。そし

てこれは前述の朱子学によってはめられた、

①垂直的、すなわち上下の序列と公私の価値の

後退として考える事ができる。

1-4　価値共有を通じた組織統合

それでは今日の水平的集団主義の企業文化

においては、どのような組織統合が望まれてい

るのであろうか。ここでオーウチ（1980）によ

る組織の支配メカニズムとしてのクラン（Clan：

「一族」と訳す場合がある）という議論がある。

これによれば、組織の支配メカニズムには、①

市場、②官僚主義、③クランの3つが存在し、

それぞれが異なった条件の下で最も効率的にな

るという。①市場価格による競争原理、②官僚

主義による契約関係と異なり、③クランの場合

には労働者は企業目標を共有する形で社会化

されており、厳しい監督を行わなくとも自然と

会社に最善を尽くす事になる。

（出所）オーウチ（1980）より筆者作成

図3　3つの組織支配メカニズム
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これを先ほどの水平的集団主義の議論と合

わせると、垂直的な組織ではピラミッド構造に

よる②官僚主義的な支配が有効であり、欧米の

ような水平的な個人主義の組織では①マーケッ

トメカニズムによって市場原理を持ち込むこと

が有効となる。そして今日の日本のような水平

的集団主義の組織では、強い企業文化すなわ

ち価値共有を通じての③クランによる組織統合

が有効な手段となる（図3参照）。

すなわち従来の「日本的」経営において組織

は「垂直的」であり、大企業においてはピラミ

ッド構造の組織体制や諸制度を明確にした官僚

主義的な支配が、また中小企業においては家父

長的な上意下達型のリーダーシップスタイル

（佐藤2015）が有効であった。しかしこうした

方法は、「水平的」な今日の「日本型」経営に

おいては有効ではない。現代日本の経営者に残

された方法は、強い企業文化の創出、つまり価

値共有を通じた組織統合なのである。

２．ダイバーシティ

2-1　タコツボ型文化

しかし「垂直的」であれ「水平的」であれ、「集

団主義」の基層文化を持つ日本人が小規模で

あっても組織を作ると、何もしなければその企

業文化は経営者の考えから離れ、独り歩きして

しまう可能性が高くなる。強い企業文化を創り

出すために価値共有を行い、会社を共同体と捉

えることは、個人にとってアイデンティティの

源泉となる一方で、その信頼メカニズムは、行

き過ぎたナショナリズムが持つような、いわゆ

る「会社人間」によるタコツボ型文化の問題を

引き起こすのである。

山岸（1998）は、相手の意図に対する期待

には「安心」と「信頼」とがあり、これらを区

別する必要性があると述べている。ここで言う

「信頼」とは、他者一般も含めての相手の内面

にある人間性や自分に対する感情などの判断に

よってなされる相手の意図に対する期待である

のに対し、「安心」とは、自分を搾取する行動

をとる誘引が相手に存在していない、相手と自

分の関係には社会的不確実性が存在していな

い、と判断する事である。そして日本社会のよ

うな集団社会主義では「安心」が生み出される

が、本当の意味での「信頼」が崩壊するという

のである。

さらに日本社会における集団主義と強い企業

文化という特徴は、ウチとソトという二重基準

を生み出すことになる。清水（2000）によると

本来宗教は、利己主義の対極にある考えである

利他主義の立場に立つが、この利他主義は同

一共同体、同一システム内でのみ作用して境界

の外の世界では作用せず、むしろ境界の外に

対しては利己主義が強化されるという。そして

石坂（1999）は、日本人の場合、個人の周りに

会社あるいは学校といった集団が存在している

が、その他はすべて「赤の他人」になっている

という問題を指摘している。

清水（1993）は、日本人は集団意識が強く信

頼取引の商慣習が定着しており、これをベース

にした日本の資本主義体制は、現在の変化の

激しい時代の集団競争に強い力を発揮している

という。これは信頼取引には細かいルールが決

められていないので社会に柔軟性が保たれるか

らであり、これが日本における信頼取引社会の

メリットとなるというのである。しかし同時に
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その信頼取引の社会にいったん「強者」が現

れると、ルールがないためにその横暴を抑えら

れないという大きなデメリットもある。そして

こうした状況がハラスメントや下請け叩きとい

った問題を引き起こすのというのである。

2-2　健全な依存

小田（2000）は人間関係において、個人的

な結び付きあるいは社会的な結び付きというの

は、そもそも「健全な依存」が前提になってお

り、依存性を全く持たずには人間同士が結び付

く事はできないとしている。そして集団主義の

日本において自立するという事は、誰にも依存

しなくなるという事ではなく、依存の対象が親

から他人へと社会的に広がってゆくとともに、

強い依存性から適度な依存性に移り、他人の

依存を受容する包容力を持つ事により「健全な

依存」性を持つという事なのである。

こうして考えると、タコツボ型文化の問題を

克服するためには、まず長期に雇用している従

業員に対しては、家庭や地域、趣味といった他

の共同体への参加を促し、会社人間になるので

はなく「健全な依存」ができるようにすること

が重要である。また短期雇用の従業員や、まだ

文化を共有しない中途採用者においては、OJT

や非公式的なつながりを含めた共通の経験を通

して信頼を醸成し、単に同じ組織にいるという

「安心」ではなく、本当の「信頼」関係を育ん

でゆくことが必要である。

今日の水平的集団主義において価値観を共

有する「日本型」経営においても、高度成長期

の「日本的」経営で言われていた企業が共同

体的な側面を持つという側面は維持されてお

り、企業組織がウチなのである。そしてこの枠

の外であっても、「健全な依存」を通して家族

以外にも職場、地域、趣味といった様々な中間

組織に所属することで個人がアイデンティティ

を保つ、すなわち中間組織がウチとなる構造は、

単なる個人主義の社会とは異なり、今日でも大

きくは変化していないのである。

2-3　ダイバーシティとは

信頼とは相手の行動に対する期待であり、文

化の共有を前提としている。今日のように組織

の中で多様性すなわちダイバーシティが高まる

と多様な価値観がもたらされるが、その一方で

この文化の共有という前提が崩れることにな

る。中途採用や非正規雇用の比率の高い中小

企業では、そもそも組織のダイバーシティは高

かったといえる。しかし垂直的な経営者による

上からの管理が難しくなっている今日の水平的

な組織において、小さな組織の中に派閥やグル

ープができ、環境が変化しても従来からのやり

方を単に繰り返してしまうような、集団主義に

おける強い企業文化の問題を解決していくため

には、どうすればよいのであろうか。

まず経済産業省による新・ダイバーシティ経

営企業100選（2016）によれば、ダイバーシテ

ィとは多様な人材の事であり、性別、年齢、人

種や国籍、障がいの有無、性的指向、宗教・信

条、価値観などの多様性だけでなく、キャリア

や経験、働き方などの多様性も含んだ概念であ

る。そしてダイバーシティ経営とは、この多様

な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる

機会を提供することでイノベーションを生み出

し、価値創造につなげている経営の事を指して
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いる。

谷口（2005）によると、ダイバーシティを取

り込むうえで企業の取りうるパラダイムとして、

①違いを拒否する抵抗、②違いを無視し防御

的で雇用機会均等などの同化、③違いを認め、

適応的で違いに価値を置く分離、④違いを活か

し競争優位につなげる戦略的な統合、の4つの

パラダイムがあり、広い意味ではこれら4つを

ダイバーシティ経営と呼ぶことができるが、狭

い意味では④統合のパラダイムを目指す企業活

動こそがダイバーシティ経営となる。そしてダ

イバーシティ経営のためには、フォーマル、す

なわち公式的な組織構造だけではなく、インフ

ォーマル、すなわち非公式的な企業文化も変え

ていかなければならない（大久保他2017）。そ

してこれらを組み合わせると、組織構造と企業

文化を全く変えないのが②同化、組織構造と企

業文化を変えずに特定部門だけに限定して取り

入れるのが③分離、組織構造・企業文化を全

面的に変えるのが④統合のパラダイムであると

考えられる。

2-4　インクルージョンに向けて

今日多くの日本企業でいわゆる「多様性尊重」

という踊り場にまでしか達していないというの

は、この②同化の段階にとどまっていることを

指し、これを進めて③分離から④統合の段階に

持ってくることが重要な課題だと言われてい

る。この④統合の段階を指す別の概念としてイ

ンクルージョンがある（二神他2017）。これは

もともと福祉の分野から生まれた言葉であり、

ソーシャル・インクルージョンは、社会的包摂

と訳されており、逆の言葉が社会的排除になる。

このインクルージョンとは、社会の一員である

と感じること、ありのままの自分が尊重され、

評価されていると感じること、自分が最善を尽

くすことができるような他の人からの支持力や

貢献度を感じることであるという（佐藤他編

2017）。こうした概念を含めて今日、企業経営

においても、ダイバーシティ＆インクルージョ

ンといったことが言われるようになってきてい

るのである。そしてこれを実現するためには、

多様な社員のすべてが職場の一員として認めら

れていると感じている「多様性風土」の醸成と

ともに、求心力としての経営理念が重要となる

のである。

強い文化を志向する「日本型」経営がダイバ

ーシティを受け入れていくためには、まず受け

入れる側がダイバーシティに備える必要があ

る。そのためには正社員であっても社外の複数

の共同体に所属し「健全な依存」をすることで、

複数の価値観を持ち、異なった価値観を受け

入れる素地を作っておく必要がある。これは組

織として国際化を進展させるときに、まずは日

本で「内なる国際化」を進めることが海外での

国際化を推進する事と似ている。そして多様な

価値観を持っている人が集まり、新たな価値観

を共有していくためには、例えば「稲森流コン

パ」（北方他2015）のようなインフォーマル、

すなわち非公式的なコミュニケーションが欠か

せない。そして「水平的」な組織では昇進は価

値を持たないのであり、価値観に沿った行動を

とった人を、相互に明示的にほめたり表彰した

りするような地道な活動を積み重ねていくこと

も必要となろう。

また日本人が苦手とする「議論」をする練習
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も必要である。多様な価値観の中では「阿吽の

呼吸」は通じないのであり、異なる文化の間で

のコミュニケーションの訓練を行う必要があ

る。そこでは語学力や単なるプレゼンテーショ

ン能力といった情報発信力だけではなく、互い

の価値観を理解し尊重することが出来るように

なる為に、まずは歴史や文化、宗教などの教養

を身に付け、そして感情を抑え傾聴する事が必

要となる。すなわち相手の立場に立ってものを

考える事の出来る、高い人間力が求められるの

である。

３．経営者

3-1　中小企業における経営者

中小企業経営において、経営者への依存度

が大きいことは言うまでもないが、強い企業文

化を志向する「日本型」経営において、経営者

はどのような役割を果たすことになるのであろ

うか。まず小川（2013）は、企業規模が小さく

なるほど、組織や従業員の能力よりも、経営者

の能力への依存度が高いのが一般的であり、一

般に経営者はワンマンであり、その企業家精神

や経営能力が企業の経営力の大きな要素となっ

ているという。また向山（2013）も、中小商業

の成長性を決定づける大きな要素一つとして、

経営者マインドを挙げ、その実態は多様であり、

どの程度の企業家精神を持っているかが成長

度を左右し、その成長志向の程度が様々なタイ

プの中小商業を存在させているという。

一方、百瀬（1996）はベンチャー企業の経

営理念の内容について分析し、①創造、挑戦、

先進、革新、ニーズの先取りといった経営姿勢、

②社会に貢献、良い製品の提供などの社会的

責任、③信頼、誠実、調和、④企業は人なりな

どの人材の大切さ、といった4つに分類してい

る。そして中小企業の後継者・人材育成のため

に必要な経営者の条件は、①やる気を起こさせ

る育成、②長期的視野、③個性の尊重、④自

己に厳しくあることだという。

そして渡辺（2013b）によれば、中小企業の

経営組織の独自性は、①階層的な管理組織を

作る必要性が極めて小さく、個人の顔が見える、

②組織的、多段階的、多面的なチェックが希薄

になる一方、決定事項が迅速に浸透する、③

大きな環境変化の中では、非階層性が経営者

の迅速な意思決定を可能にし、その浸透が急

速に行われ、小回りが利く経営が可能となる一

方、多段階的なチェック機能が欠如しているた

め、その判断の適切さは経営者次第となり、場

合によっては存立の問題となる、という点であ

るという。

3-2　社長の出身地位

企業経営を行なうための能力に欠ける者が

経営者になれば、たちまち経営状況が悪化し、

倒産してしまうこともあるだろう。経営者に求

められる能力とは、「将来構想の構築と経営理

念の明確化」といった経営者機能を遂行するた

めに求められる能力のことである。ここで望ま

しい経営者能力とは、普遍的なものではなく状

況適合的なものであり、条件的なものである。

経営者能力はアクセルである企業家精神と、ブ

レーキである管理者精神、そしてこれらのバラ

ンスをとるリーダーシップの3つに分けられる

が、条件適合的であるがゆえに、これらの能力

は常に同程度必要なのではなく、企業成長の段
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階によって必要とされる能力のウエイトが変わ

るのである。さらに一人でこのバランスを取る

ことが難しければ、トップが企業家精神を、副

社長あるいは役員が管理者精神を分担すると

いうこともできる。

大企業の社長をその出身地位よって分類す

ると、①創業者社長、②三代目以降を含む二代

目社長、③内部昇進による生え抜き社長、④社

外からのいわゆる天下り社長の4タイプに分け

られる（清水1979）。長期的にみると①創業者

社長がやや減少し、③生え抜き社長が増え、④

天下り社長が減る傾向にある（岡本他2012）。

社長の出身地位と企業業績の長期的な関係を

統計分析手法であるQAQF（定性要因の定量

分析法：岡本1996）を使って分析してみると、

2008年頃まではほぼ一貫して①創業者社長の

いる企業で業績が優れていた。彼らは企業家

精神に秀でているため、いつでも迅速かつ積極

的な意思決定を行ない、企業を一つの方向へ引

っ張っていこうとする。それが高業績につなが

っていたと考えられる。

また近年、②二代目社長のいる企業の業績

が次第に向上してきている。従来はただ世襲的

に事業を継いで失敗することが多かったが、最

近では、他の企業で十分に経験を積んだり、ビ

ジネススクールなどでしっかりと専門知識をつ

けたりして、先代にはないオリジナリティや新

しい価値観を武器に会社を引っ張ることができ

る二代目社長が多くなってきており、それが業

績の向上に結び付いてきているのではないだろ

うか（関2006、吉崎2010）。

一方、最も大きなカテゴリーである③生え抜

き社長のいる企業は、必ずしも高い業績を上げ

ているわけではない。生え抜き社長の場合、社

長になるまであまり大きな失敗をせず、連続的

な緊張に耐えて出世してきたというケースが多

い。彼らは管理者精神に秀でているため、意思

決定された戦略をうまく実行していくのは得意

なのだが、その分、企業家精神をなかなか発揮

できず、それが迅速で革新的な意思決定に結

び付かず、業績の向上に結びつけていくことが

できないのであろう。

3-3　二代目社長の役割

企業の成長と共に発展していく企業文化の

成長段階として、①創出期、②成長期、③成

熟期の3つの段階を考えることができる（佐藤

2009）。①創出期は、創業者によって経営がな

されている時期であり、企業文化の主な原動力

は創業者および創業者が抱く基本的価値観で

ある。②成長期では、創業者はもはや中核的な

地位を占めなくなり、企業の組織自体が確立さ

れて、様々な制度を通じて企業文化が再生産さ

れていく。そして③成熟期には、環境変化に伴

い企業文化の重要な部分が不適合を起こして

革新への障害となり、またその企業が長期にわ

たる成功の歴史を持っている場合、これがメン

バーの自尊心の源となり、企業文化を改めよう

という力に対して自己防衛的になってくる。
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経営者が将来構想を構築する際に策定する

「経営理念」を実効性のあるものとするために

は、その経営理念が、経営者個人の哲学や価

値観と、こうした企業文化との交わる部分（積

集合）となっている必要がある（清水1995）。

ちなみに企業文化の弱い企業では、トップと企

業文化ではなく、トップと役員の持つ価値観の

積集合として考えることもできよう。

企業文化の成長段階をこの経営理念との関

係で見ると（岡本他2012）、企業文化の①創出

期には、創業者社長の自らの哲学や考え方に賛

同して集まってきた人々がそのまわりに企業文

化をつくっていったので、その経営理念はその

まま経営者の哲学と一致し、大変明確である。

したがって、一般的に言って創業者経営者は強

力なリーダーシップを発揮している場合が多

い。一方、企業文化の②成長期にある二代目経

営者の持つ価値観や哲学は、父親ないし先代

の経営者の企業文化と異なる場合が多い。した

がって、二代目経営者の経営理念は不明確にな

りがちである（図4参照）。この場合多くの二代

目経営者は、自らの哲学の方向に歴史的な企業

文化を少しずつ変えていこうとする。しかし、

二代目経営者で自らの哲学を明確に打ち出せ

ず、創業者時代の旧い企業文化を引きずって失

敗している例も数多くある。一般に創業者時代

の企業文化に順応、適応してあまり大きな波風

を立てないよりも、自らの哲学を明示し、やや

強引と思われる方法でも旧い企業文化を変えて

いく二代目経営者の方が良いと考えられる。そ

して企業が、自らの企業文化の③成熟期に入ら

ないようにするために、経営者は企業家精神を

発揮して組織変革を行うことが必要である。し

かしこれは組織の価値観、すなわち企業文化に

染まった生え抜き型社長には難しいことなので

ある。

創業者

経営理念経営理念

トップの
価値観

企業文化

後継者

図4　経営理念の浸透

（出所）清水龍瑩（1995）
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４．価値の共有

4-1　経営理念の重要性

それではこうして見て来たような垂直的から

水平的に変化しつつある「日本型」経営は、具

体的な経営諸制度にどのような影響を与えてい

るのであろうか。これを確かめるためにダイバ

ーシティとコンプライアンスに関するアンケー

ト調査を行った（佐藤2018）。ネットリサーチ

会社に登録しているモニター会員のうち、中小

企業を含む一般の会社員を対象としたWeb調

査を2017年11月1日からの8日間行い、1,565

人の有効回答を得ることが出来た。そして探索

的な因子分析と信頼性分析の結果をもとに尺度

を作成し、分散分析と一対比較により企業文化

による違いを見た。その結果、組織内の信頼が

高い企業文化では、ダイバーシティの受け入れ

が進み、またイノベーションの程度も高いこと

が分かった。一方垂直的な企業文化ではコンプ

ライアンスに問題がある傾向が見られた。

ここで大切になるのが、トップマネジメント

が持つ価値観と、歴史的な企業文化の交わる

経営理念である。組織のダイバーシティが進む

と強い企業文化による統合が弱まってしまう。

前述のオーウチ（1980）に従えば、代わりに①

市場原理を導入したり、②官僚制機構を導入し

たりすることもできるが、③クランすなわち強

い企業文化という側面から言えば、経営理念が

組織に浸透していれば、それ以外の価値観や

行動パターンに多様性があっても、組織を統治

するうえでは問題とはならない。すなわち経営

理念を共有する多様な人材が相互交流してこ

そ、ダイバーシティを進めていくことができる

のである。そして今日、イノベーションとは情

報の新結合の事であり、ダイバーシティ経営を

行って多様な人材の相互交流を進めることが

様々な新結合を生み、結果としてイノベーショ

ンが生まれる可能性を高める事になるのである。

4-2　価値共有型のコンプライアンス

一方、垂直的ということは、そこにおいて上

司の命令を断れない雰囲気があると、コンプラ

イアンス的な問題を引き起こすことになる。今

日、企業倫理の制度化においては、従来から言

われている上からの「コンプライアンス型」に

加え、下からの「価値共有型」が注目されてい

る（岡本、梅津2006）。企業文化の観点からす

れば、トップが倫理的価値観を持っており強い

企業文化が存在する事を前提とすると、もし経

営理念が十分に浸透し企業文化とトップの価値

観が重なっている部分が大きければ、組織もま

た倫理性を持ち価値共有化型の企業倫理が十

分制度化されている状態であると考えることが

できる。しかし、経営理念が浸透していない、

あるいは現場での行動の基となっている企業文

化と、実際にトップが持っている価値観とが、

例えば時間とともにずれてしまい、結果として

積集合である経営理念が小さくなってしまって

いると、価値共有型の制度化が不十分な状態

であることになる。

この価値共有型の企業倫理の制度化が不十

分であると、例えば組織の中でトップマネジメ

ントに対して誤った「忖度」が行われてしまう

ことになる。また組織が企業文化の慣性にその

まま従って従来通り繰り返してきた行動が、ト

ップマネジメント、あるいは顧客や社会といっ



2022.138

た経営環境から見て誤った成果をもたらし、結

果として不祥事となって世の中に発覚してしま

うのである。こうした状態は企業文化が環境と

の不適合を起こしている③成熟期に入ってしま

っている状態なのであり、経営者はあらゆる方

法を駆使して企業文化の変革を試みなければ

ならない。

すなわち組織の中に多様性を取り込むと、そ

のままでは企業文化は弱くなってしまい、価値

共有型のコンプライアンスもうまく機能しなく

なる。経営者が持つ倫理的価値観を含めた経

営理念を組織に浸透していくことで、はじめて

多様性を取り込みながらもコンプライアンスを

高めていくことが可能となるのである。

4-3　価値を共有する経営

強い企業文化による経営は、集団主義ではな

い欧米においても注目されてきている。例えば

クーゼス他（1993）は、上司と部下といった「ヒ

エラルキー」に代わる仕事における人間関係の

概念は「コミュニティ：共同社会」であり、創

造的共同社会は絶える事のない学びと成長の社

会であり、メンバーは相互に貢献し合い専門家

として存在するという。こうした信頼の経営は、

共通の価値観すなわち強い企業文化を持つ事

による経営であると考えられる。

またバレット（1998）によれば、人間や組織

が利己主義的な哲学から離れ公共性という事を

考え始めると、信頼、正直さ、誠実さ、慈愛、

共有といった価値観が大切になってきて、こう

した価値観によって運営されている組織は機械

ではなく生命体となり、この組織が最良の健康

体でいるためには、こうしたすべてのニーズの

バランスをとる必要があるという。すなわち動

機づけの議論においてよく引用されるマズロー

の欲求の5段階説では、自己実現の欲求を最上

位においており、これが個人主義における自分

の内面に関する利己主義的な側面での最上位

であるのに対し、このモデルでは魂や公益、精

神のニーズといった利他主義的な側面をより上

位に置く事で、内部に対しても外部に対しても

バランスのとれた価値観を持った企業文化の維

持を目指しているように思われる。近代化初期

の西欧社会では、キリスト教的倫理によって企

業行動においても利己主義と利他主義のバラン

スが保たれていたが、今日そうした宗教的価値

観が後退する事によって、経営者が意識して利

他主義的側面についての価値を明らかにしてゆ

く事が求められているのではないだろうか。

以上の事から考えると経営者によって継承さ

れていくべき価値とは、①短期的利益に対して

長期的維持発展と信頼、②組織の成熟化に対

して革新性、③経営者や企業自身の利益を重

視する利己主義ではなく、多くのステークホル

ダーのことを考える利他主義の考え方となろ

う。すなわち経営者は強い企業文化を志向する

「日本型」経営において、自らの哲学に基づく

こうした経営理念に従って、企業文化が持つ慣

性に逆らい、常に企業運営を軌道修正していく

ことが必要なのである。実際に、帝国データバ

ンク（2009）によると日本の老舗企業において、

明文化されている（40％）、口伝されている

（37.6％）を合わせると、家訓・社是・社訓が

77.6％の企業に存在しており、これは経営者の

世代を超えて企業が守るべき価値を伝える一つ

の手段となっているのである。
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５．結論に代えて

中小企業であっても集団主義の日本社会にお

いては、価値観や行動パターンが均一化された

強い企業文化が生まれやすい。経営環境が安

定していれば、組織の持つ文化の慣性に任せ

ていく事は効率的かもしれないが、環境変化の

激しい中では、これに対抗して企業文化を変革

していく必要がある。一方、世代交代により、

高度成長期に優勢であった権力格差を認める

文化は後退し、従来の家父長的な上意下達型

のリーダーシップは通用せず、経営者が現場に

降りて行って、自らの価値観を浸透させていく

ような、価値共有型の新しい「日本型」経営が

重要となってきている。

さらに強い企業文化は、価値観や行動パター

ンの均一化を招き、ダイバーシティを退けるこ

とになる。インクルージョンを進めるためには、

受け入れる側が、性別を問わない育児休業、ボ

ランティア休暇、副業の許可などを通じて、自

社以外の別の共同体にも参加することが必要で

ある。一方権力格差の大きな組織ではコンプラ

イアンスに問題がある傾向が見られるが、こう

した健全な依存を通じて外の風を当て、慣習的

に社内で行われている行動に疑問を持たせるこ

とは、コンプライアンスの問題をも解決してい

くのである。

そして環境変化の激しい中で組織の慣性に

逆らうために、①長期志向、②革新性、③利他

主義の経営理念を掲げ、社是社訓や企業のミッ

ションの設定、経営者の哲学を伝えるための現

場歩きなど、あらゆる手段を使ってその浸透を

図り、常にトップの価値観の方向に企業文化を

変革していかなければならないのである。
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